
社会福祉法人三鷹市社会福祉事業団役員の報酬及び費用弁償に関する規程 

（平成11年４月１日規程第13号） 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人三鷹市社会福祉事業団（以下「事業団」という。）役 

 員の報酬及び費用弁償に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（報酬の額） 

第２条 役員が、事業団の理事会及び部会に出席したとき又は執務に従事したときは、別

表第１のとおり報酬日額を支給する。ただし、社会福祉法第４５条の１４第９項及び定

款第２６条の規定に基づき、理事会を開催することなく、理事会の決議事項に意思表示

をした場合には報酬日額の二分の一を支給する。 

２ 前項において、別表第２に掲げる報酬月額を支給する役員、施設の職員を兼ねる役員

及び三鷹市の常勤の職にある役員には、支給しない。 

３ 報酬月額を支給する役員は、次のとおりとする。ただし、三鷹市の常勤の職にある役

員には、支給しない。 

 ⑴ 理事長 

 ⑵ 業務執行理事 

 （費用弁償） 

第３条 役員が、職務のため市外に出張したときは、費用弁償として旅費を支給する。 

２ 旅費の支給は、三鷹市常勤の特別職職員の給与及び旅費支給条例の例による。 

 （期末手当の支給） 

第４条 業務執行理事には、６月１日及び12月１日を基準日として期末手当を支給する。

ただし、三鷹市の常勤の職にある業務執行理事には、支給しない。 

２ 期末手当の額は、報酬月額及び報酬月額に100分の15を乗じて得た額の合計額に、６

月に支給する場合においては100分の115、12月に支給する場合においては100 分の120

を乗じて得た額とする。 

３ 支給日は、原則として、６月15日及び12月15日とする。 

（通勤手当の支給） 

第４条の２ 業務執行理事には、通勤手当を支給する。ただし、三鷹市の常勤の職にある

業務執行理事には、支給しない。 



２ 通勤手当の額は、契約職員就業規則第19条の規定を準用する。  

 （委任） 

第５条 この規程に定めるもののほか、実施にあたり必要な事項は、理事会に諮って理事 

 長が別に定める。 

   附 則 

１ この規程は、平成11年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の日から平成12年３月31日までの間に限り、第４条の規定の適用につ 

 いては、同条中の「期末手当」とあるのは「期末手当及び退職手当」とする。 

   附 則 

 この規程は、平成12年３月３日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成16年６月１日から施行する。 

   附 則 

１ この規程は、平成18年３月１日に遡及して実施する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成18年３月31日までの間、「100分の

10」とあるのは「100分の15」とする。 

   附 則 

 この規程は、平成21年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成22年６月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成22年８月10日から施行し、平成22年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規程は、平成22年12月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、平成26年12月19日から施行し、平成26年12月1日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成26年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の117.5」とあるのは「100分の122.5」とする。 



附 則 

１ この規程は、平成27年12月10日から施行し、平成27年12月1日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成27年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の120」とあるのは「100分の122.5」とする。 

附 則 

１ この規程は、平成28年12月９日から施行し、平成28年12月1日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成28年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の122.5」とあるのは「100分の125.0」とする。 

附 則 

１ この規則は、平成29年12月13日から施行し、平成29年12月１日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成29年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の125」とあるのは「100分の127.5」とする。 

 附 則 

１ この規則は、平成30年12月13日から施行し、平成30年12月１日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、平成30年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の120」とあるのは「100分の130」とする。 

 附 則 

１ この規則は、令和元年12月13日から施行し、令和元年12月１日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、令和元年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の122.5」とあるのは「100分の125」とする。 

 附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この規程は、令和２年６月15日から施行し、令和２年５月１日から適用する。 

 附 則 

１ この規程は、令和２年12月11日から施行し、令和２年12月１日から適用する。 

２ 改正後の第４条第２項の適用については、令和２年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の120」とあるのは「100分の117.5」とする。 

附 則 

１ この規程は、令和３年12月10日から施行し、令和３年12月１日から適用する。 



２ 改正後の第４条第２項の適用については、令和３年12月１日を基準日として支給する

期末手当に限り、同条第２項中「100分の120」とあるのは「100分の115」とする。 

附 則 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条第１項関係） 

職 名 報 酬 日 額 

理 事 １０,０００円 

監 事 １０,０００円 

別表第２（第２条第２項関係） 

職 名 報酬月額 

理 事 長 ２００，０００円以内 

業務執行理事 ４００，０００円以内 

 


